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第第第第１１１１、、、、略歴略歴略歴略歴    

１９８２年３月 東京大学経済学研究科経済学専攻博士課程退学 

１９８２年３月 国際通貨基金（IMF）エコノミスト（アメリカ、ワシントン D.C.） 

１９８４年９月 アメリカジョンズホプキンス大学客員研究員 

１９８６年１０月 東京都立大学経済学部助教授 

１９８９年９月～１９９０年３月 アメリカ、ニューヨーク市立大学院センタ

ー客員助教授。 

１９９６年４月 東京大学大学院総合文化研究科助教授、 

１９９８年１０月 東京大学大学院総合文化研究科教授、 

１９９９年４月 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 現在に至る。 
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２００１年８月～２００２年８月 国際協力事業団派遣専門家・インドネシア

共和国財務省財政分析庁財政アドバイザー。 

 

１９８６年 経済学博士（東京大学） 

 

第第第第２２２２、、、、東京大学柏東京大学柏東京大学柏東京大学柏キャンパスキャンパスキャンパスキャンパスとととと本件学融合本件学融合本件学融合本件学融合についてについてについてについて    

１１１１、、、、柏柏柏柏キャンパスキャンパスキャンパスキャンパスとととと新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科のののの組織組織組織組織    

(1)、柏キャンパスの組織 

 柏キャンパスは、東京大学の 21 世紀における新たな学問の発展に向けた構想

に基づいて建設され、本郷、駒場に次ぐ第３の主要キャンパスです。東京大学

は、伝統的学問分野において「専門深化」、すなわち、分析対象の細分化によ

る精緻化を極めてきた本郷キャンパスと、戦後、複数の学問分野の接点に新た

な「学際」的領域を開拓してきた駒場キャンパスを両極として発展してきまし

たが、２０００年に学問体系の根本的な組み換えをも視野に入れた「学融合」

すなわち、研究領域を拡大しつつ新たな社会や自然環境の理解を深める方法論

を追求する柏キャンパスが加わりました（東京大学柏キャンパスのホームペー

ジ「知の冒険を目指して」1参照）。 

 

(2)、新領域創成科学研究科の組織 

 さらに、柏キャンパスには、物性研究所、宇宙線研究所をはじめとする複数

の研究所と大学院としての新領域創成科学研究科があります。新領域創成科学

研究科（以下、新領域と略称します）は１９９８年４月に新設された修士と博

士課程のみの大学院（独立研究科）です。本件が問題となった２００９年当時、

環境学研究系のほか、２つの研究系と１つの付属施設から構成されていて、こ

のうち環境学研究系は、国際協力学専攻のほか１３の専攻から構成され、国際

協力学専攻は制度設計講座（さらに３つの分野から構成）、開発協力講座（４つ

の分野から構成）、資源環境講座（２つの分野から構成）の３つの基幹講座から

構成されており、２００７年４月当時の各分野の教員は以下の通りでした。以

上の組織の全体については別紙１を参照下さい。 

○制度設計講座 

 ・国際政治経済システム学分野（教授 原告） 

                                                        
1
 http://www.kashiwa.u-tokyo.ac.jp/tpp20.html 
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 ・国際政策協調学（教授 松原望氏が２００４年３月に退職後、空席） 

 ・国際環境組織論（助教授 岩橋健定氏が２００６年３月に退職後、空席） 

○開発協力講座 

 ・都市環境学分野（教授 國島正彦） 

 ・農業環境学分野（教授 山路永司） 

 ・開発技術政策学分野（教授 吉田恒昭〔２０１０年３月末退職予定〕） 

 ・開発環境政策学分野（准教授 戸堂康之） 

○資源環境講座 

 ・資源政策分野（教授 中山幹康） 

 

２２２２、、、、新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科新領域創成科学研究科におけるにおけるにおけるにおける学融合学融合学融合学融合    

 新領域は、教育研究の実践の場として「学融合」を追及するために作られた

研究科です。この研究科では「基盤科学系」、「生命科学系」と「環境系」の

３つの分野を中心に、新しい学問領域の開拓と「学融合」の研究を目指してい

ます。被告東京大学（以下、「東大」と略称します）の新領域を紹介するホー

ムページ（甲３）でも次のように書かれています。 

 

《新領域創成科学研究科は、学際性をさらに推し進めた「学融合」という概念

で新しい学問領域を創出することを目指して 1998 年に設置されました。ナノ、

物質・材料、エネルギー、情報、複雑系、生命、医療、環境、国際協力など、

伝統的な学問体系では扱いきれなくなった分野横断的な重要課題に取り組むた

めに、各分野をリードする意欲的な教員が集結しました。組織の壁を取り払っ

た自由でオープンな研究教育環境の中で多様なメンバーが密に交流・協力し、

人類が直面する新しい課題に挑戦していくことが研究科の基本理念です。》 

 

 「学融合」は、transdisciplinary approach の訳で、この言葉を最初に使っ

たカール・グンナー・ミュルダール（１９７４年ノーベル経済学賞を受賞）で

す。彼は、発展途上国の社会を総合的および包括的に理解するために「学融合」

という言葉を使いました。 

 従来、持続的で効率的な経済の成長を目指した日本社会において、大学にお

いても研究対象の細分化による「専門深化」が追求されてきました。しかしな

がら、自然環境問題に象徴されるように、現代社会は諸科学の「専門深化」に
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よる人類社会へのしっぺ返しという弊害にたじろいでいます。このような国際

的な社会状況の中で、国際社会の様々な問題を全体論的に、すなわち、研究対

象を総合的および包括的に理解し、諸問題を解決するための提言をしようと構

想されたのが「学融合」を掲げる新領域創成科学研究科です。 

 

３３３３、、、、原告原告原告原告のののの学融合学融合学融合学融合へのへのへのへの取組取組取組取組みみみみ    

(1)、国際協力学専攻の前身の国際環境基盤学大講座の時代 

 国際協力学専攻は、２００６年の組織変更（以下「改組」といいます。）によ

って設立され、以前は、国際環境基盤学大講座と称していました。この大講座

は環境学研究系の下に１９９９年に新設されたものです。 

 国際環境基盤学大講座は、「学融合を基本理念に、領域横断的な研究課題を

対象とする」という目的から、工学系、農学系、社会科学系の教員で構成する

ことになっていましたが、このうち社会科学系の理念・カリキュラムの作成及

び人事は１９９６年頃からスタートし、その責任者（アカデミックプランナー）

は国際経済学を専門とする故鬼塚雄丞教授で、私がこれを協力・支援しました。 

 学外から教員を募集するにあたり、東大本部は、その選考を東大の研究科の

一つである総合文化研究科の国際社会科学専攻に委託しました。この理由は、

学外からの応募者を評価するにあたり、東大の社会科学系の教員として適当で

あるかを評価できる社会科学系の専攻が他になかったからです。 

 鬼塚教授は１９９７年、国際環境基盤学大講座の設立が完了する前に逝去さ

れましたので、アカデミックプランナーの業務は，同年、その２年前に京都の

同志社大学から転職されていた高木保輿教授と私が引き継ぎました。当時、公

募により学外から選考された教員はいったん総合文化研究科に採用してもらい、

そのあと新設の国際環境基盤学大講座に転籍してもらうという手続をとりまし

た。 

 １９９９年、環境学専攻の下に国際環境基盤学大講座が設立されたたときに、

この大講座の中に、社会科学における国際政治学、国際経済学および国際法の

３つの分野の学問を融合させることを目標として「国際政策協調学」と「国際

政治経済システム学」と「国際環境組織論」の３つの分野が設立されました。 

 私は、実在する「国際システム」を冷徹に理解する学問分野として、第１に

「国際政治経済システム学」を、第２にこの国際システムにおいてどのような

政策協調が、多国間で可能となり、第３に国際システムの多国による国際組織
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を通じた維持管理が行えるかを研究することを構想しました。 

 より具体的には、国際政治経済システム学は国際システムの動態的な構造を

より客観的に理解することを目的とし、国際政策協調学は、その国際システム

がよりよく機能するために、２国間および多国間の政策の協調を研究する学問

です。国際環境組織論は、国際連合等の組織自体のガバナンスという統治と自

治を研究する学問です。 

 これら３つの学問の学融合（以下、本件学融合といいます）の方向性は、故

鬼塚雄丞教授と私が相談うえ構想しました。 

 

 以上の大講座時代の本件学融合を踏まえた研究と教育の経験から、国際環境

基盤学大講座は、２００４年に教科書『国際協力学』（高木保輿編）を出版しま

した。また、私は、２００８年に,研究書『相対覇権国際システム安定化論—東

アジア統合のゆくえ』と教科書『国際政治経済システム学』を出版しました。 

 これが大講座時代の私の学融合の取組みです。 

 

(2)、国際協力学専攻の時代 

 ２００６年４月、大講座は国際協力学専攻に改組されました。国際協力学専

攻は、制度設計講座、開発協力講座と資源環境講座の３つの講座から形成され

ますが、本件学融合を構成する上記の３つの分野は制度設計講座に所属しまし

た。 

 この制度設計講座は、国際政治経済システム学、国際政策協調学と国際環

境組織論から成り立ち、全体で国際社会を理解し、法学、政治学および経済学

の「学融合」から創出される国際システムへの「社会科学一般理論」に基づい

て、国際社会への政策提言をすることを目標としていました。 

 ところで、２００６年３月に岩橋健定助教授が突然辞任されました。そのた

め空席となった国際環境組織論の後任人事と取り組みましたが、岩橋助教授が

辞めた当時の事情から、東大法学部に後任人事の協力を仰ぐことが困難となる

状況が生じたため、思うように捗りませんでした。 

さらに、２００７年度の１年間の私のサバティカル研修中に、私の知らない

間に、国際環境組織論分野は資源環境講座の資源環境管理学分野に変更となり、

准教授が選任されていました。         

さらに、次に述べます通り、２００９年１２月に「国際政策協調」分野は「社
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会的意思決定」分野に変更されてしまいました。 

 

４４４４、、、、国際政策協調学分野廃止国際政策協調学分野廃止国際政策協調学分野廃止国際政策協調学分野廃止がががが原告原告原告原告のののの学融合学融合学融合学融合にとってにとってにとってにとって与与与与えたえたえたえた影響影響影響影響    

(1)、結論 

 このあとに第２で詳しく述べますが、本件では、違法な手続により国際政策

協調学分野は廃止されました。その結果、私が目指してきた本件学融合の研究

は次の意味で重大な支障をもたらしました。これは私にとっては、「学融合」と

いう学問研究に対する重大な侵害です。 

(2)、国際政策協調学は本学融合の要素の１つ 

３で前述しました通り、大講座設立のとき、社会科学における国際政治学、

国際経済学および国際法の３つの分野の学問を融合させることを目標として

「国際政策協調学」と「国際政治経済システム学」と「国際環境組織論」の３

つの分野が設立され、２００６年の専攻化の後、この３つの分野は制度設計講

座に所属しました。つまり、国際政策協調学は本件学融合の両輪の１つを構成

していました。 

(3)、国際政策協調学と社会的意思決定の違い 

 ５頁３で前述しました通り、１９９６年から、社会科学における国際政治

学、国際経済学および国際法の３つの分野の学問を融合させることを目標と

して「国際政策協調学」と「国際政治経済システム学」と「国際環境組織論」

の３つの分野が構想されました。専攻化後には、この３つの分野は制度設計

講座に所属しています。 

  国際政策協調学は、国際連合や国際通貨基金のような国際組織を含む国際

システムの維持管理を研究する学問です。 

国際政策協調学は、国際法、国際経済学および国際政治学に基づいて、これら

学問の学融合のうえに全体論的に、グローバルガバナンス、すなわち国際シス

テムを多国による共同の統治と自治により、いかにして維持管理するかを研究

する分野として企画・構想されていました。国際政策協調学の方法論は、全体

論です。人の意識は、人々との相互作用、さらに相互依存から形成され、人と

人、人と社会も歴史や自然環境に制約されつつ動態的な関係にあります。 

 一方、社会的意思決定論では、道路や橋などの公共設備は公共財として、そ

の供給に関わる意思決定がどのようになされるかを分析します。その方法論は、

論理実証主義と呼ばれ、仮説を設定し、それを統計データなどからその仮説を



 8

検証しようとします。そして、この社会的意思決定分野では、独立した個人が

社会にばらばらに存在すると機械論的に想定しています。すなわち、人の意識

は、社会が存在する自然環境や歴史からの制約を受けないと想定しています。 

 以上の通り、両者の分野はその研究の方法論において根本的に異なるもので

す。 

 (4)、したがって、本件で、制度設計講座において、全体論を志向する国際政

策協調学分野が廃止され、分析の細分化や精緻化を目指す社会的意思決定学分

野に変更されてしまったことは、本件学融合の両輪の１つを失うことを意味し

ます。こうして本件学融合が重大な支障を来たした結果、全体で国際社会を理

解し、法学、政治学および経済学の「学融合」から創出される国際システムへ

の「社会科学一般理論」に基づいて、国際社会への政策提言をするため、この

間、積み重ねてきた私の知的な努力は、中途で、重大な妨害を被りました。 

 

 

第第第第３３３３、、、、国際政策協調学国際政策協調学国際政策協調学国際政策協調学のののの後任人事後任人事後任人事後任人事についてについてについてについて    

１１１１、、、、はじめにはじめにはじめにはじめに 

(1)、大講座時代、研究科の学術経営委員会へ新しい人事を発議するときは、ま

ず、分野をどのような研究領域にするかが非常に重要なテーマでした。なぜな

ら、大講座の教員数は約１０名の小世帯であり、どのような研究領域を人事の

分野として選定するかは、小世帯の大講座において学融合を念頭においてどの

ような研究・教育の類（グループ）を構想するかという問題と深く関連してい

たからです。そのため、分野の選定の議論には、基幹大講座会議で教授や助教

授だけでなく、これからの学界を担っていくと期待される助手にも積極的に発

言してもらいました。この議論の場それ自体が、研究科が標榜している「学融

合」の実践の場となっていました。 

 年を経た教授数人の議論からだけでは、これらのことは、とても望むことは

できず、本郷のキャンパスで行われてきた「専門の深化」または「研究対象の

細分化」が促進され、繰り返されるだけでした。 

(2)、以上の事情は大講座が専攻に改組されたのちも変わりませんでした。国際

協力学専攻の教員数は依然約１０名の小世帯であり、小世帯の専攻において、

分野をどのような研究領域にするかという分野の選定の問題は、学融合を念頭

においてどのような研究・教育の類（グループ）を構想するかという問題と深
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く関連していたからです。分野変更の発議の決定のために行われる基幹大講座

会議の討論は、上述の通り、国際協力学専攻の未来を決めると同時にそれ自身

が「学融合」の実践の場ともなる、不可欠の手続でした。 

 

２２２２、、、、２００４２００４２００４２００４年年年年４４４４月以降月以降月以降月以降２００２００２００２００６６６６年年年年３３３３月月月月までのまでのまでのまでの取組取組取組取組みみみみ（（（（大講座時代大講座時代大講座時代大講座時代））））    

(1)、選考手続のやり方 

後任人事の選考手続は基本的に４つの手順を踏みます（全体の流れを図解し

た添付の別紙２参照）。以下、順番に説明します。 

Ⓐ．発議 

Ⓑ．分野とポスト（教授職か助教授職か）の決定 

Ⓒ．教員選考の実施（最終候補者１名を決定するまで） 

Ⓓ．教員決定（最終候補者の承認） 

  

Ⓐ．発議 

 大講座の時代に、教員選考の分野とポスト（教授職か助教授職か）を学術経

営委員会に発議する者は国際環境基盤学大講座でした。この大講座では発儀に

至るまでの手続は次の通りでした。 

①．大講座主任または関連する講座の教授が基幹大講座会議2に提案します。 

②．基幹大講座会議で討議して、分野の選定について全員一致で承認した後に、

教授職にするか、助教授職にするかを全員一致で決めました。 

 ここで重要なことは、第第第第３３３３、、、、１１１１（８頁）にも書きました通り、基幹大講座会

議の討議と決定は分野変更手続のうち中核を形成する不可欠の手続だという

ことです。 

 

Ⓑ．分野とポスト（教授職か助教授職か）の決定 

発議を受けた学術経営委員会は、分野とポスト（教授職か助教授職か）を決

定するために次の手続を踏みます。 

①．内規の明文はありませんが、分野選定委員会を設置します。分野選定委員

会は、研究科科長、専攻長、当該大講座の教授３人および同じ専攻の他の大講

座の教授２人です。 

②．同委員会で分野とポスト（教授職か助教授職か）について審議、決定され
                                                        
2会議の構成メンバーは、国際環境基盤学大講座固有の講座である基幹講座を担当する専任

の教員（教授、助教授及び助手）です。 
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ます。その議決方法は全会一致です。 

③．同委員会は決定を学術経営委員会に報告します。 

④．③の報告を受けた学術経営委員会は承認の審議、決定をします。 

 

Ⓒ．教員選考の実施（最終候補者１名を決定するまで） 

 報告を承認した学術経営委員会は、教員選考を実施するために次の手続を踏

みます。 

①．選考委員会3を設置し（甲３２研究科内規４条１項）、 

②．選考委員会は、具体的な作業を発議した大講座に委託します。 

③．大講座は具体的な作業を実施します。国際環境基盤学大講座では、大講座

会議で公募内容を吟味した後に、公募を行い、人事小委員会が応募者から有力

候補者を２～３人選定し、大講座会議に推薦します。 

④．大講座会議で有力候補者の中から最終候補者１名を決定します。その議決

方法は助手を除いた全会一致です。 

⑤．大講座は、上記審査結果を選考委員会に報告します。 

 

Ⓓ．教員決定（最終候補者の承認） 

 報告を受けた選考委員会は、教員を決定するために次の手続を踏みます。 

①．選考委員会は審査結果を審議、承認の有無を決定します。その議決方法は

全会一致です（甲３２研究科内規６条参照）。  

②．選考委員会は、研究系会議に審査結果を報告（甲３２研究科内規６条）。 

③．研究系会議で審査結果を審議、承認の有無を決定します。その議決方法は、

投票による多数決です（甲３３研究系内規７条）。 

④．その結果を研究系会議は学術経営委員会に報告します（甲３２研究科内規

７条）。 

⑤．学術経営委員会は、報告の結果を審議、承認の有無を決定します。その議

決方法は全会一致です。（甲３２研究科内規７条） 

 

(2)、国際環境基盤大講座での教員選考の事例 

 ４件の教授人事があり、うち２件が上記「Ⓒ．教員選考の実施（最終候補者

１名を決定するまで）」④において、基幹大講座会議で全会一致が得られず、否
                                                        
3選定委員会の委員と同一の者が引き続き委員となります。内規上は選考委員会ですが（４

条）、実際は教授選考委員会などと呼ばれています。 
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決されました。 

  

３３３３、、、、２００６２００６２００６２００６年年年年４４４４月月月月からからからから２００９２００９２００９２００９年年年年３３３３月月月月までのまでのまでのまでの取組取組取組取組みみみみ（（（（専攻時代専攻時代専攻時代専攻時代））））    

(1)、選考手続のやり方 

後任人事の選考手続は基本的に４つの手順を踏みます（全体の流れを図解し

た添付の別紙３参照）。大講座が専攻と入れ替わるだけで、大講座時代と変わり

ません（違う部分にアンダーラインを引きました）。以下、順番に説明します。 

Ⓐ．発議 

Ⓑ．分野とポスト（教授職か准教授職か）の決定 

Ⓒ．教員選考の実施（最終候補者１名を決定するまで） 

Ⓓ．教員決定（最終候補者の承認） 

 

Ⓐ．発議                                       

 教員選考の分野とポスト（教授職か准教授職か）を学術経営委員会に発議す

るのは各専攻（甲３２研究科内規２条）です。 

 専攻で上記発儀に至るまでの手続は次の通りです（甲３３研究系内規２４条

１項２号）。 

①．専攻長または関連する講座の教授が基幹専攻会議4に提案します。 

②．同会議で討議して、どの分野にするかを全員一致で承認した後に、ポスト

を教授職にするか、准教授職にするかを全員一致で決めました。 

ここで重要なことは、第第第第３３３３、、、、１１１１（８頁）にも書きました通り、基幹専攻会議

の討議と決定は分野変更手続のうち中核を形成する不可欠の手続だというこ

とです。 

 

Ⓑ．分野とポスト（教授職か准教授職か）の決定 

 発議を受けた学術経営委員会は、分野とポスト（教授職か准教授職か）を決

定するために次の手続を踏みます。 

①．内規の明文はありませんが、分野選定委員会を設置します。分野選定委員

会は、研究科科長、専攻長、当該大講座の教授３人および同じ専攻の他の大講

座の教授２人です。 

②．同委員会で分野と（教授職か准教授職か）について審議、決定します。そ
                                                        
4会議の構成メンバーは、国際協力学専攻固有の講座である基幹講座を担当する専任の教員

（教授、准教授及び助教）です。 
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の議決方法は全会一致です。 

③．同委員会は決定を学術経営委員会に報告します。 

④．③の報告を受けた学術経営委員会は承認の審議、決定をします。 

 

Ⓒ．教員選考の実施（最終候補者１名を決定するまで） 

 報告を承認した学術経営委員会は、教員選考を実施するために次の手続を踏

みます。 

①．選考委員会を設置し（甲３２研究科内規４条１項）、 

②．選考委員会は、具体的な作業を発議専攻に委託します。 

③．発議した専攻は具体的な作業を実施します。基幹専攻会議で公募内容を吟

味した後に、公募を行い、人事小委員会が応募者から有力候補者を２～３人選

定し、基幹専攻会議に推薦します。 

④．発議した専攻の基幹専攻会議で最終候補者 1名を決定します。その議決方

法は応募者など利害関係者と助教を除いた全会一致です。 

⑤．発議した専攻は、上記の審査結果を選考委員会に報告します。 

 

Ⓓ．教員決定（最終候補者の承認） 

 報告を受けた選考委員会は、教員を決定するために次の手続を踏みます。 

①．選考委員会は、審査結果を審議し、承認の有無を決定します。その議決方

法は全会一致です（甲３２研究科内規６条参照）。  

②．選考委員会は、研究系会議に審査結果を報告し（甲３２研究科内規６条）、 

③．研究系会議で審査結果を審議し、承認の有無を決定します。その議決方法

は多数決です（甲３３研究系内規７条）。 

④．その結果を、研究系会議は学術経営委員会に報告します（甲３２研究科内

規７条）。 

⑤．学術経営委員会は、報告の結果を審議し、承認の有無を決定します。その

議決方法は全会一致です（甲３２研究科内規７条）。 

 

(2)、２００９年３月までの教員選考の事例 

 ２００６年度に開発協力講座で１件の准教授の人事があり、承認されました。 

 ２００７年度に開発協力講座で１件の准教授の人事があり、承認されました。 
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４４４４、、、、２００８２００８２００８２００８年年年年４４４４月月月月～～～～２０１０２０１０２０１０２０１０年年年年１０１０１０１０月月月月までのまでのまでのまでの取組取組取組取組みみみみ    

(1)、２００８年４月～２００９年３月 

２００７年４月から２００８年３月までサバティカル研修という研究専念の

１年間を終えた私は、かつて大講座時代に基幹大講座会議で全会一致が得られ

ず、否決された国際政策協調学の公募人事（主として法学分野の人を対象）を

再開するため、２００８年６月、１１頁のⒶ．発議の①「関連する講座の教授

が基幹専攻会議に提案」に当たる提案を基幹専攻会議にしました（甲６原告メ

ール）。 

 

(2)、２００９年４月～１２月２４日 

 本件裁判の論点である国際政策協調学分野の分野変更の手続について、以下、

時系列に沿って説明します。 

５５５５月月月月１３１３１３１３日日日日 学術経営委員会は、国際政策協調学の教授選考委員会を設置し（甲

７の１審議事項 15）、私も委員に選任されました（甲７の３資料１５）。しかし、

教授選考委員会はこのあと、１０月２７日までは何の活動もありませんでした。 

 この間、国際協力学専攻内で、国際政策協調学の教授候補者は数人あげられ、

そのうち３名については私も履歴書を持っていました（甲３４～３６。個人情

報をマスキングして、これらを証拠として提出します）。 

１０１０１０１０月月月月２６２６２６２６日日日日 私は、国際政策協調学分野の後任人事の目的で、候補者を推薦

してもらうために当時、専攻長だった國島正彦教授（以下、國島専攻長と略称）

と東大駒場キャンパス（以下、駒場と略称）を訪問しました。５頁３に前述し

た総合文化研究科の山影科長らと面談し、協力要請の資料（甲１０）を渡しま

した。 

１０１０１０１０月月月月２７２７２７２７日日日日 國島専攻長が私を含め教授選考委員会の委員に国際政策協調学

分野の教授ポストについて、１１月１１日の「教授選考委員会」開催の招集メ

ール（甲１２）を送信しました。 

１１１１１１１１月月月月１１１１１１１１日日日日 招集メール（甲１２）の会議に私も参加しました。しかし、開

催されたのは招集メールに記載されていた「教授ポスト（現在は選考中で空き

ポスト）について」の会議ではなく、分野選定委員会で、社会的意思決定分野

の教授選任の会議でした。 

 私は、これが国際政策協調学分野の廃止（変更）のこととはつゆ思わず、て

っきり新たに社会的意思決定分野を追加し、その教授ポストの件かと思いまし
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た。私はたまたま前回の基幹専攻会議を欠席したため、その会議でこの件がど

のように話し合われたのか知らなかったので、國島専攻長の話を聞いていまし

た。 

１１１１１１１１月月月月２５２５２５２５日日日日 議事要旨と添付資料によると、学術経営委員会は、この日、制

度設計講座の分野選定委員会を設置する案（甲１４の３資料７）、を承認し（甲

１４の１審議事項７）、私もその委員に選任されました（甲１４の３資料７）。

そして、同委員会終了後に分野選定委員会を開催し、国際政策協調学分野を社

会的意思決定分野に変更することを審議、全会一致で決定したと１２月９日開

催の学術経営委員会に提出された報告書（甲１８の３資料７）に記載されてい

ます。 

 しかし、そもそも私は当日の学術経営委員会で制度設計講座の分野選定委員

会が設置されることも、閉会後、分野選定委員会が開催されるとも知らされて

おらず、当然のことながら分野選定委員会のその会議は欠席です。ですから「全

会一致で決定した」というのは正確には委員の私を除外した多数決という意味

です。前述の通り、本件学融合の構成要素の１つである国際政策協調学分野を

廃止する案に私が同意するはずがないからです。 

 また、この日の制度設計講座の分野選定委員会を設置する案（甲１４の３資

料７）は、現在空席の国際政策協調学分野の後任教授ポストについて分野の確

認をするという内容で、もし国際政策協調学分野を社会的意思決定分野に変更

するという内容であれば、別紙４のような分野変更の設置案が作成されるのが

これまでのやり方でした。この意味で、実際の決定（分野変更）は設置案（後

任ポストの分野の確認）から明らかに逸脱するものです。 

１２１２１２１２月月月月９９９９日日日日 学術経営委員会は、制度設計講で分野選定委員会の１１月２５日

の審議の上の、全員一致の決定の報告（第１回目）を承認しました（甲１８の

３資料７）。しかし、これが事実でないこと、設置案から逸脱するものであるこ

とは前述の通りです。 

１２１２１２１２月月月月１０１０１０１０日日日日 基幹専攻会議が開催されたにもかかわらず、上記決定は報告さ

れませんでした（甲１９参照）。私は私用のため欠席しました。 

１２１２１２１２月月月月２４２４２４２４日日日日 学術経営委員会は、分野選定委員会の審議決定の報告(２回目)

を承認しました（甲２０の１審議事項３）。これを受けて、教授選考委員会設置

を承認し、私も委員に選任されました（甲２０の１審議事項４．同２０の２資

料３）。 
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以上が国際政策協調学分野の分野変更（本件裁判の中心論点）の手続です。 

 

(3)、２００９年１２月２５日～２０１０年１０月２０日 

以下は、分野が社会的意思決定分野に変更された教授選考（本件訴訟の関連 

論点）の手続です。 

１２１２１２１２月月月月２５２５２５２５日日日日 １２頁Ⓒで前述した通り、学術経営委員会が選考委員会を設置

すると、選考委員会は教員選考の具体的な作業を発議専攻に委託します。国際

協力学専攻は、これまで、教員選考を実施するために、まず基幹専攻会議を開

き、そこで公募の内容を審議・決定し、その上で公募を行ってきました。 

 ところが本件では、選考委員会の設置案が承認されるとその翌日に、基幹専

攻会議の審議・決定を経ずに、いきなり公募を開始しました（甲２１）。これに

は私もビックリ仰天しました。 

２０１０２０１０２０１０２０１０年年年年    

１１１１月月月月１８１８１８１８日日日日 この間の教員選考の進め方に疑問を抱いた私は、国際協力学専攻

の教員に人事手続きの内規遵守の確認を求めるメールを送りました（甲２２．

初めて抗議の声明）。 

２２２２月月月月１８１８１８１８日日日日 基幹専攻会議の前に教授懇談会を開催（１月２９日付の２月１８

日１０時から１２時の招集通知メール〔甲２３〕に対し、私は駒場の午前の会

議のため欠席の返信を出しました〔甲２４の１〕）。そのあと、私から日程変更

の依頼メールを出しましたが（甲２４の２）、無視されました。山路永司教授は、

前の裁判（この裁判の概要は２２頁４の冒頭に解説しました）で、私が午後か

ら出席したと証言しました（山路陳述書４頁５）。しかし、午前中の駒場の国際

社会科学専攻の会議において、私が主査であった博士論文の最終報告を含む２

件の博士論文の議論、投票の後に駒場を出ましたので、当時、昼の時間帯に駒

場から柏キャンパスまで（乗り換え時間を入れないで）通常１時間５５分5かか

ることを考えますと、１３時までに柏キャンパス到着は不可能です。それ故、

この時の教授懇談会に私が出席することは不可能であり、全会一致の結論では

ありません。 

２２２２月月月月１８１８１８１８日日日日 １３時から基幹専攻会議を開催。本件教員選考の進め方について、

喧々諤々の議論の末、全会一致の結論は不可能となり、次回３月１１日に持ち

越しました。（甲２５議事録）。 
                                                        
5その内訳は「駒場２号館から駒場東大前駅まで徒歩 10分、同駅から柏の葉キャンパス駅ま

で１時間 20 分、バス 15 分,徒歩 10 分」です。 
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３３３３月月月月１１１１１１１１日日日日 基幹専攻会議を開催。前回の議題である「本件教員選考の進め方

について」意見交換し、最終的にその手続の是非について結論を出すために採

決を取り、６名賛成、２名反対の多数決で議決しました。 

 その際、最終候補者１名の決定について、それまでの全会一致の議決をしな

いまま、うやむやのうちに決定されてしまいました。 

４４４４月月月月１４１４１４１４日日日日 環境学研究系の専攻長会議を開催。もっとも、３月１１日のこれ

までのやり方を踏みにじる強行採決に一抹のやましさがあったのでしょうか、

議事録には、この会議でこの２つの分野の教授人事の進行状況につき、「引き続

き選考中であることが報告された」と記載されています（甲２７）。 

４４４４月月月月２８２８２８２８日日日日 教授懇談会を開催。招集通知メール（甲２８）が当日の開催２８

分前に私に届きましたが、私は見ておらず、欠席しました。私が不在のまま（私

はこのときの議題も知らないのですが）、私の選考委員の解任を決定し（甲３０

の２資料８）、山路永司教授を新しい委員に選任することを決定しました。 

６６６６月月月月１４１４１４１４日日日日 選考委員会開催。最終候補者１名の決定について、新しく委員に

なった山路永司委員の出席のもと満場一致で、発議専攻の決定を承認しました

（甲３１の２資料３）。 

１０１０１０１０月月月月１４１４１４１４日日日日 系会議を開催。賛成多数で６月１４日の選考委員会の結論を承

認しました。 

１０１０１０１０月月月月２０２０２０２０日日日日 学術経営委員会が開催され、１０月１４日の系会議の結論を全

会一致で承認しました。 

 

 

第第第第４４４４、、、、本件分野変更本件分野変更本件分野変更本件分野変更のののの手続手続手続手続のののの違法違法違法違法についてについてについてについて    

１１１１、、、、はじめにはじめにはじめにはじめに 

 本件では、同時期に、並行して、次の２つの分野についてそれぞれ分野変更

と教授選考の手続が進められました。表にすると次頁の通りですが、本訴が問

題とする手続の違法はこのうちＡ（灰色の網かけ部分）です。但し、これら４

つの手続は一連の流れの中で相互に関連しているので、必要な限りで残りの３

つの手続の違法についても言及します。 
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２２２２、、、、国際政策協調学分野国際政策協調学分野国際政策協調学分野国際政策協調学分野をををを社会的意思決定分野社会的意思決定分野社会的意思決定分野社会的意思決定分野にににに分野変更分野変更分野変更分野変更してしてしてして、、、、教授教授教授教授をををを選任選任選任選任すすすす

るるるる手続手続手続手続きのきのきのきの違法違法違法違法についてについてについてについて    

 この手続の中で私が問題にする違法性を、手続の流れに沿って説明すると、

以下の通りです。 

手続 審議・決定す

る機関 

本来の手続 実際の手続 備考（違法の分

類など） 

Ａ：以下は分野変更の手続の流れ 

基幹専攻会議 専攻長または関連す

る講座の教授からの

提案を受け、基幹専攻

会議で審議の上、全会

一致で決定。 

基幹専攻会議へ

の提案も、基幹専

攻会議での審議

も決定も不存在。 

議事録にない。 

分野変更手続の中

核を形成する基幹

専攻会議の審議・

決定がないのは致

命的。 

2009 年 11

月の発議

に至るま

で 

（基幹専攻会

議の決定不要

の立場） 

教授懇談会 

教授懇談会で審議の

上、全会一致で決定す

れば足りるという見

解。 

提案も審議も決

定も不存在。 

会のメンバーであ

る私が参加した場

で発議の審議・決

定をしたことはな

かった。 

発議を受

け、分野

学術経営委員

会 

専攻からの発議を受

け、学術経営委員会で

2009 年 11 月 25

日に設置を決定。 

甲１４の２（資料

７） 

 国際政策協調学分野 

↓ 

社会的意思決定分野 

開発技術政策学分野 

↓ 

開発政策学分野 

分野変更の手続 

 

Ａ 

 

Ｃ 

教授選考の手続 Ｂ 

 

Ｄ 
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選定委員

会の設置 

審議の上、全会一致で

決定。 

分野変更

の審議・

決定 

分野選定委員

会 

分野選定委員会で審

議の上、全会一致で決

定。 

11 月 25 日の分野

選定委員会の審

議・決定の不存

在。 

 

書面上（甲１４の

２）は 11 月 25 日

に全会一致で決定

だが、委員の原告

に招集通知も来な

ければ、参加もし

ていない。 

分野変更

の決定の

承認 

学術経営委員

会 

学術経営委員会で上

記結果を審議の上、全

会一致で決定。 

同左  

Ｂ：分野変更の手続が済み、以下は変更後の分野で教授選考する手続 

選考委員

会の設置 

学術経営委員

会 

分野変更の決定の承

認を受け、学術経営委

員会で審議の上、全会

一致で決定。 

同左  

教授選考

の具体化 

発議専攻の基

幹専攻会議 

人事小委員会 

①基幹専攻会議で公

募の内容を審議・決定

した上で公募を実施。

②人事小委員会が応

募者から有力候補者

を２～３人選定し、基

幹専攻会議に推薦。 

③基幹専攻会議で有

力候補者から最終候

補者１名を、応募者な

どの利害関係者と助

教を除いた全会一致

で決定。 

①公募の内容に

つき基幹専攻会

議の審議・決定の

不存在。 

②人事小委員会

の有力候補者選

定の不存在。 

③最終候補者１

名の決定につい

て基幹専攻会議

の審議・決定の不

存在。 
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 （基幹専攻会

議の決定不要

論の立場） 

教授懇談会 

同上の３つの議題に

ついて、教授懇談会で

審議の上、全会一致で

決定すれば足りると

いう見解。 

①公募の内容に

つき教授懇談会

の審議・決定の不

存在。 

②教授懇談会に

よる有力候補者

選定の不存在。 

③最終候補者１

名の決定につい

て教授懇談会の

審議・決定の不存

在。 

 

発議専攻

の最終候

補者１名

の決定の

承認 

教授選考委員

会 

教授選考委員会で発

議専攻の審議結果を

審議の上、全会一致で

決定。 

委員である原告

を違法に解任し

た上で、6 月 14

日に審議の上、全

会一致で決定し

たのは手続上の

瑕疵がある。 

甲３０の２（資料

８） 

甲３１の２（資料

３） 

 

 

３３３３、、、、関連手続関連手続関連手続関連手続（（（（開発技術政策学分野開発技術政策学分野開発技術政策学分野開発技術政策学分野をををを開発政策学分野開発政策学分野開発政策学分野開発政策学分野にににに分野変更分野変更分野変更分野変更してしてしてして、、、、教授教授教授教授をををを

選任選任選任選任するするするする手続手続手続手続））））のののの違法違法違法違法についてについてについてについて    

 開発技術政策学分野については、２００９年５月に、翌年３月に退職予定の 

吉田恒昭教授の後任人事として手続を進めていましたが、同年１１月から、開

発技術政策学分野を開発政策分野に変更するという新しい問題が発生しました。

これは当初の手続とは別ですから、改めて、その分野変更の発議の手続からス

タートする必要があります。これを踏まえて、この件について、手続の流れに

沿って説明すると、以下の通りです。 

手続 審議・決定す

る機関 

本来の手続 実際の手続 備考（違法の分類

など） 

Ｃ：以下は分野変更の手続の流れ 
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基幹専攻会議 専攻長または関連

する講座の教授か

らの提案を受け、基

幹専攻会議で審議

の上、全会一致で決

定。 

基幹専攻会議へ

の提案も、基幹専

攻会議での審議

も決定も不存在。 

議事録にない。 

分野変更手続の中

核を形成する基幹

専攻会議の審議・決

定がないのは致命

的。 

2009 年５

月の発議

に至るま

で 

（基幹専攻会

議の決定不要

の立場） 

教授懇談会 

教授懇談会で審議

の上、全会一致で決

定すれば足りると

いう見解。 

教授懇談会の決

定の不存在。 

会のメンバーであ

る私が参加した場

で発議の決定をし

たことはなかった 

発議を受

け、分野選

定委員会

の設置 

学術経営委員

会 

専攻からの発議を

受け、学術経営委員

会で審議の上、全会

一致で決定。 

2009 年 5 月 13 日

に設置を決定。そ

の目的につき「平

成 22 年 3 月末定

年退職教員の充

当ポスト」と明

記。 

甲１７の２（資料

７） 

基幹専攻会議 分野変更の内容に

ついて、専攻長また

は関連する講座の

教授からの提案を

受け、基幹専攻会議

で審議の上、全会一

致で決定。 

分野変更につい

て、基幹専攻会議

への提案も、基幹

専攻会議での審

議も決定も不存

在。 

議事録にない。 

分野変更手続の中

核を形成する基幹

専攻会議の審議・決

定がないのは致命

的。 

分野変更

の発議に

至るまで 

（基幹専攻会

議の決定不要

の立場） 

教授懇談会 

分野変更の内容に

ついて、教授懇談会

で審議の上、全会一

致で決定すれば足

りるという見解。 

分野変更につい

て、教授懇談会の

決定の不存在。 

会のメンバーであ

る私が参加した場

で発議の審議・決定

をしたことはなか

った。 
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発議を受

け、分野

選定委員

会の設置 

学術経営委員

会 

専攻からの発議を

受け、学術経営委員

会で審議の上、全会

一致で決定。 

設置決定の不存

在。 

 

 

分野変更

の審議・決

定 

分野選定委員

会 

分野選定委員会で

審議の上、全会一致

で決定。 

不知。 

仮に同左だとし

ても、設置目的が

退職教員の充当

ポストのための

分野選定が、突

如、分野変更の選

定に変更された

まま、審議・決定

した。 

分野変更の発議に

至るまで手続と発

議を経ないまま、分

野選定委員会の一

存で、設置目的を変

更して、分野変更の

審議・決定すること

は許されない。 

分野変更

の決定の

承認 

学術経営委員

会 

学術経営委員会で

上記結果を審議の

上、全会一致で決

定。 

不知。 甲１４の２（資料

６） 

甲１８の１（審議事

項５） 

Ｄ：分野変更の手続が済み、以下は変更後の分野で教授選考する手続 

選考委員

会の設置 

学術経営委員

会 

分野変更の決定の

承認を受け、学術経

営委員会で審議の

上、全会一致で決

定。 

不知。 甲１８の２（資料

６） 
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発議専攻の基

幹専攻会議 

①基幹専攻会議で

公 募 の 内 容 を 審

議・決定した上で公

募を実施。 

②人事小委員会が

応募者から有力候

補者を２～３人選

定し、基幹専攻会議

に推薦。 

③基幹専攻会議で

有力候補者から最

終候補者１名を、応

募者などの利害関

係者と助教を除い

た全会一致で決定。 

①公募の内容に

つき基幹専攻会

議の審議・決定の

不存在。 

②人事小委員会

の有力候補者選

定の不存在。 

③最終候補者１

名の決定につい

て基幹専攻会議

の審議・決定の不

存在。 

 

 

教授選考

の具体化 

（基幹専攻会

議の決定不要

の立場） 

教授懇談会 

同上の３つの議題

について、教授懇談

会で審議の上、全会

一致で決定すれば

足りるという見解。 

①公募の内容に

つき教授懇談会

の審議・決定の不

存在。 

②教授懇談会に

よる有力候補者

選定の不存在。 

③最終候補者１

名の決定につい

て教授懇談会の

審議・決定の不存

在。 

 

発議専攻

の最終候

補者１名

の決定の

承認 

教授選考委員

会 

教授選考委員会で

発議専攻の審議結

果を検討の上、全会

一致で決定。 

不知。 

 

 



 23 

４４４４、、、、前訴前訴前訴前訴のののの判決判決判決判決のののの事実認定事実認定事実認定事実認定についてについてについてについて    

(1)、前訴の一審判決の事実認定について 

私は２０１２年に、共同原告の１人となって、社会的意思決定分野と開発政

策分野の教授選考人事が実体的にも手続的にも違法であるとしてこの人事を主

導した國島専攻長らと東大を相手に不法行為に基づく損害賠償を求める訴訟を

起こしました（事件番号は御庁平成２４年（ワ）第４７３４号損害賠償請求事

件。以下、前訴といいます）。 

前訴の一審判決は２００８年以降について、次の通り事実認定をしました。 

《平成２２年（注：２０１０年）３月に吉田恒昭教授が退職し、開発協力講座

（開発技術政策学分野）の教授ポストが空席になる予定であったことから、平

成２０年（注：2008 年）度以降、これらの２つの教授ポストに適任者を迎える

べく、専攻長である被告國島を中心に、同専攻の教授全員で分担して、意見交

換をしながら、外部の人材の情報収集、候補者からの意向聴取等を進めたが、

当初想定していた外部からの人材の招聘に成功せず、専攻内の准教授を候補者

として審議することになった。》（甲３７。１０頁７～１３行目） 

 しかし、平成２１年（２００９年）７月時点で、《専攻内の准教授を候補者と

して審議することになった》という本専攻の教授全員のコンセンサスはありま

せんでした。 

第１で前述した通り、《組織の壁を取り払った自由でオープンな研究教育環境の

中で多様なメンバーが 密に交流・協力し、人類が直面する新しい課題に挑戦し

ていくこと》（甲３）を基本理念とする新領域創成科学研究科は創設時（１９９

８年）以来、教授や准教授の採用においては、国際公募を含む公募を原則とす

ることを標榜してきました。それゆえ、外部の数人の教授や准教授に依頼して

たまたま良い返事がもらえなかったとしても、国際公募を含む公募を断念する

理由にはならないからです。 

 実際も、國島専攻長と私は、２００９年１０月２３日には、山影総合文化研

究科科長らと駒場で面談し、国際政策協調学分野の教授人事に協力を依頼して

います（１３頁）。 

 

(2)、前訴の二審判決の事実認定について 

ア、二審判決は２つの講座の教授ポストの選考について、２００９年春以降の

事実について、次のように事実認定をしています。 
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《教授懇談会で講座（分野）別に教授ポストの選考について検討され、順次、

その方針が決定されていった結果、平成２１年（注：２００９年）春頃以降、

遅くとも同年 11 月までには、開発協力講座の「開発環境技術政策学分野」を「開

発政策分野」に、制度設計講座の「国際政策協調学分野」を「社会的意思決定

分野」にそれぞれ変更するとともに、前者の有力候補者として戸堂准教授を、

後者の有力候補者として堀田准教授をそれぞれ想定することが教授懇談会の構

成員の共通認識とされた》（二審判決〔甲３８〕４頁５～７行目。一審判決〔甲

３７〕１０頁１６～２０行目） 

 しかし、これは次の３点で明らかにおかしいです。 

①．分野変更に対して 

 2009年10月時点で国際政策協調学の教授ポストを外部から招聘する意欲を燃

やしていた私にとって、制度設計講座の国際政策協調学を廃止し、社会的意思

決定学に変更することは晴天の霹靂であり、とうてい了解できるはずもありま

せん。したがって、この分野変更が教授懇談会全員の共通認識はありませんで

した。 

②．有力候補者に対して 

国際環境基盤学大講座の慣行によれば、公募に応募した候補者の中から、人

事小委員会が推薦した２人か３人の候補者が有力候補者なのであり、国際的な

公募をする前に、有力候補者がいることはありえません。 

大講座時代には、大講座の主任名で公募を行い、大講座の小委員会が選考した

２人か３人の候補者を有力候補者と呼んでいました。 

 特に、候補者の一人堀田准教授は２年ほど前に、工学系研究科の社会基盤専

攻から転籍してきたばかりであり、社会科学系の「学融合」の研究を目指して

いる制度設計講座の教授の有力候補者とは、私は見なしていませんでした。 

③．教授懇談会の教授全員のコンセンサス 

 (1)で前述したような教授懇談会の教授全員のコンセンサスはありません。従

って、教授懇談会で検討した結果、分野変更や有力候補者に関するコンセンサ

スが得られたという前記判決の事実認定も間違いというほかありません。 

 

イ、二審判決は、研究科内規４条３項を取り上げて、次のように述べています。 

《研究科教員選考内規において選考委員会では選考対象が教授の場合に教授の

みが選考委員になる旨規定していることは、教授の選考に准教授及び専任講師
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が加わることは相当でないとの判断に基づくものであって》（甲３８。４頁(4)） 

 しかし、第第第第３３３３（７頁以下）で前述しました教員人事手続の流れの中で、選考

委員会が決定を下す場面はごく限られていて、それはⒶⒶⒶⒶ発議発議発議発議→Ⓑ→Ⓑ→Ⓑ→Ⓑ分野分野分野分野ととととポストポストポストポスト

のののの決定決定決定決定→Ⓒ→Ⓒ→Ⓒ→Ⓒ教員選考教員選考教員選考教員選考のののの実施実施実施実施と進み、発議専攻が具体的な教員選考作業を実施し

て最終候補者１名を決定した審査結果を承認する時だけです。これ以外の局面

で、どういう人たちが分野や候補者選考に関与するかは各専攻の自主性・自治

に委ねられています。 

 私たちの国際協力学専攻では、大講座時代に内規として制定されたいわゆる

高木ルール（甲５高木陳述書２頁以下参照）により、教授人事であれ准教授人

事であれ、分野の選定においても最終候補者１名の決定においても、助手を除

く全ての教員が参加して全員一致で決定するという民主主義的な運営を旨とし

ていました。 

とはいえ、この民主的な運営方式でも具体的な場面で問題が発生することが

ありました。例えば、教授人事で専攻内の准教授が応募するケースです。この

場合、最終候補者１名の決定において応募者は利害関係をするため、決議から

除外することが決議の公正さを担保するために必要でした。逆に言えば、個別

の決議において、利害関係を有する人がいる場合に、その人を決議から除外す

るというやり方で、この高木ルールは公正で民主的な運営を実現するものとし

て機能しました。私たちはこのような立場に立って、当時、岩橋助教授がその

ための内規案作成に着手していました（２００６年の彼の退職のため、その作

業は中断しましたが）。 

 従いまして、研究科内規４条３項に選考委員会の選考対象を教授人事の場合

に教授のみの限定すると定めてあるからといって、選考委員会の承認（研究科

内規６条）以外の局面でも教授人事は教授のみできめるのが合理的であるとい

うことにはなりません。 

 

第第第第４４４４、、、、最後最後最後最後にににに――――――――裁判所裁判所裁判所裁判所にににに訴訴訴訴えたいことえたいことえたいことえたいこと――――――――    

真理を探求することが大学における学問の根幹ですけれども、この精神活動

は思想の自由に関わっています。そして、大学の基本が、大学院大学に制度が

移行した時代においては、大学の自治の根幹は、講座の運営の統治と自治にあ

ると考えます。特に、新領域創成科学研究科のように新たな研究領域を確立し

ようとするときには、このことが重要です。 
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 ２１世紀にはいり、社会科学は歴史的な岐路に立っています。特に、自然科

学を模して、論理実証主義を標榜してきた社会科学は、社会の人びとの要望に

答えられずに呆然としています。 

 このような時代背景の中、国際協力学専攻の制度設計講座は、国際システム

のよりよいガパナンス、いいかえれば、統治と自治を研究する分野として、原

告の柳田辰雄が構想しました。そして、さらに、この制度設計講座では、国際

システムのよりよいガバナンスが、政府と株式会社のよりよいガバナンスによ

り達成されると想定されています。 

 ２０世の前半に、スペインの哲学者オルテガは、学者も「専門バカ」の一人

であることを明確に指摘しました。したがって、新しい学問を創出しようとす

るときには、学者であっても、異なる講座への干渉は協力慎まなければなりま

せん。そうでなくては、新しい学問が生まれででくることはありえないのです。 

 今回の裁判の究極の目的は、この間、捻じ曲がり、名目だけのものに堕して

しまった国際協調学分野の学融合の姿を本来の姿に戻すことにあります。そし

て、現在の日本社会において大学における学問の自由を取り戻し、大学の統治

と自治を確保していくことにあります。 

 どうか、この点を念頭に置かれて、本件裁判に適正な裁きを下していただく

よう切に願うものです。 

以 上 
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東京大学柏東京大学柏東京大学柏東京大学柏キャンパスキャンパスキャンパスキャンパスのののの組織体制組織体制組織体制組織体制    

 

柏キャンパス（大学院のみ） 

 

研究科研究科研究科研究科        

 

 

研究系研究系研究系研究系    

 

 

専攻専攻専攻専攻    

 

 

講座講座講座講座    

 

 

分野分野分野分野    

 

 

 

 

 

  

 

 

  

  

 

 

 

    

 

人文社会系 教育学 新領域創成科学  ・・・・・・ 

基礎科学   環境学   生命科学  

人間環境学 自然環境学  国際協力学  ・・・・・・・ 

開発協力   制度設計  環境・資源 

国際政策協調 国際政治経済 国際環境組織  ・・・・・・ 
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分野変更分野変更分野変更分野変更＆＆＆＆人事手続人事手続人事手続人事手続のののの流流流流れれれれ（（（（２００６２００６２００６２００６年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日までのまでのまでのまでの大講座時代大講座時代大講座時代大講座時代））））    

 

研究系内規は「環境学研究系の組織及び運営に関する内規」（甲３３の２）の略。                 

 大講座 研究系 研究科 

①発議 （提案） 

大講座主任 or関連する講座の教授 

   ↓ 

（審議・決定） 

基幹大講座会議で決定（甲３３の２研究系内規１６条３項） 

その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（多数決の内規がない限り全員一致が慣行） 

              発議 

各大講座                 学術経営委員会 

          
 

②決定 

(1) 分野変更 

も含め分野 

を選定 

 

(2) 人事実施 

 

                 同委員会で分野選定委員会を設置 

                  
                    分野選定委員会で審議、決定。 

                 その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 

 

③人事選考

の実施 

 

                   同委員会で選考委員会を設置 

発議大講座  具体的な審査の委託  

①公募 

②ショートリストの選定        選考委員会で審査結果を出す 

③候補者１名選出     報告       

その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上）  その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 

 

④人事決定            審査結果を報告         

          研究系会議         選考委員会 

           
 

同会議で審査結果を審議・決定 

 

その決議方法は過半数過半数過半数過半数のののの多数決多数決多数決多数決（甲３３の２研究系内規７条） 

         報告 

                 学術経営委員会 

        
 

            同委員会で報告を審議・決定 

               
その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 
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分野変更分野変更分野変更分野変更＆＆＆＆人事手続人事手続人事手続人事手続のののの流流流流れれれれ（（（（２００６２００６２００６２００６年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日からのからのからのからの専攻時代専攻時代専攻時代専攻時代））））    

 

研究系内規は「環境学研究系の組織及び運営に関する内規」（甲３３の１）の略。 

研究科内規は「新領域創成科学研究科教員選考内規」（甲３２の１）の略。 

 専攻 研究系 研究科 

①発議 （提案） 

専攻長 or関連する講座の教授 

   ↓ 

（審議・決定） 

基幹専攻会議で決定（甲３３の１研究系内規 24条１項２号） 

その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（多数決の内規がない限り全員一致が慣行） 

              発議 

各専攻                 学術経営委員会 

       （甲３２の１研究科内規２条） 

 

②決定 

(3) 分野変更 

も含め分野 

を選定 

 

(4) 人事実施 

 

                 同委員会で分野選定委員会を設置 

                  （甲３２の１研究科内規３条参照） 

                    分野選定委員会で審議、決定。 

                 その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 

 

③人事選考

の実施 

                   同委員会で選考委員会を設置 

発議専攻  具体的な審査の委託  （甲３２の１研究科内規４条１項） 

①公募 

②ショートリストの選定        選考委員会で審査結果を出す 

③候補者１名選出     報告   （甲３２の１研究科内規６条参照） 

その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上）  その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 

 

④人事決定            審査結果を報告         

          研究系会議         選考委員会 

           （甲３２の１研究科内規６条） 

 

同会議で審査結果を審議・決定 

（甲３２の１研究科内規６条） 

その決議方法は過半数過半数過半数過半数のののの多数決多数決多数決多数決（甲３３の１研究系内規７条） 

         報告 

                 学術経営委員会 

   （甲３２の１研究科内規７条） 

 

            同委員会で報告を審議・決定 

            （甲３２の１研究科内規７条） 

その決議方法は全員一致全員一致全員一致全員一致（慣行上） 

 

 




